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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第38期
第３四半期
連結累計期間

第39期 
第３四半期 
連結累計期間

第38期 
第３四半期 
連結会計期間

 

第39期 
第３四半期 
連結会計期間

第38期

会計期間

自　平成21年 
　　１月１日 
至　平成21年 
　　９月30日 

 

自　平成22年 
　　１月１日 
至　平成22年 
　　９月30日 

 

自　平成21年
　　７月１日 
至　平成21年
　　９月30日

 

自　平成22年 
　　７月１日 
至　平成22年 
　　９月30日 

 

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　12月31日

 

売上高 (千円) 4,807,7064,503,1691,684,3651,575,4866,366,008
 

経常利益 (千円) 134,642 115,145 70,979 78,283 163,890

四半期（当期）純
利益又は四半期純
損失（△）

(千円) 72,804 △5,373 44,472 30,945 96,053

純資産額 (千円) ― ― 2,365,1922,327,0882,389,457

総資産額 (千円) ― ― 5,464,8615,261,4445,167,908

１株当たり純資産
額

(円) ― ― 638.09 634.99 645.07

１株当たり四半期
  （当期）純利益
又は四半期純損失
(△）

(円) 20.77 △1.53 12.68 8.82 27.40

潜在株式調整後１
株   当たり四半期
(当期)  純利益

(円) 20.67 ― 12.62 8.78 27.27

自己資本比率 (％) ― ― 40.9 42.3 43.7

営業活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) △8,684 72,044 ― ― 169,190

投資活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) 32,861 △30,926 ― ― 17,576

財務活動による
キャッシュ・フ
ロー

(千円) △82,076 △116,478 ― ― △191,080

現金及び現金同等
物の
四半期末(期末)残
高

(千円) ― ― 150,812 130,048 205,944

従業員数 (名) ― ― 139 138 148

(注）　１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ２．第39期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しま

すが、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 138　(　　71)

(注) 従業員数欄の（　）内は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 79　(　　６)

(注) 従業員数欄の（　）内は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同四半期比（％）

卸事業 568,722 78.7

小売事業 547,443 69.7

合計 1,116,165 74.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しておりません。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　

　
(2) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比（％)

卸事業 854,541 97.9

小売事業 720,945 88.8

合計 1,575,486 93.5

　
(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先 販売高(千円） 割合（％) 前年同四半期比（％)

㈱東単 162,276 10.3 95.3

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事
項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告
書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。
　なお、重要事象等は存在しておりません。
　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益、個人消費などに持ち直しの動きも見ら
れたものの、雇用情勢の悪化懸念など、依然厳しさが残る状況となりました。また、国内二輪車メーカーに
おいても国内販売台数の減少が続き、当業界においても大変厳しい状況となりました。
こうした状況下、国内卸事業においては期間の後半にかけて新商品及びリニューアル商品の市場投入
が進みましたが、既存品の販売減少等の影響により、売上高は８億60百万円（前年同四半期比２％減）と
なりました。利益については経費削減や、海外輸入品の円高による利益改善等により、営業利益、経常利益
共に増加しました。海外卸事業では、バイクメーカーへのＯＥＭ出荷が増加傾向に推移したため、売上高
は45百万円（前年同四半期比0.8％増）となりました。また国内小売事業においては期間の後半にダイレ
クトメール等のキャンペーンを控えたことも影響し、売上高は７億20百万円（前年同四半期比11.2％
減）となりました。
この結果、当第３四半期連結会計期間の連結売上高は15億75百万円（前年同四半期比6.5％減）、営業
利益は81百万円（前年同四半期比6.4％増）、経常利益78百万円（前年同四半期比10.3％増）、四半期純
利益は（株）デイトナの早期退職優遇制度の実施に伴う特別損失32百万円の計上の影響により30百万円
（前年同四半期比30.4％減）となりました。
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(2)財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べ7.2％増加し、2,697百万円となりました。これは、受取手形及び売
掛金が72百万円増加、たな卸資産が143百万円増加、未収入金が21百万円増加したことなどによります。
　固定資産は、前連結会計年度末に比べ3.3％減少し、2,563百万円となりました。これは、建物及び構築物
が33百万円減少、長期貸付金が50百万円減少したことなどによります。
　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ93百万円増加し、5,261百万円となりました。
　
(負債）
流動負債は、前連結会計年度末に比べ10.8％減少し、1,475百万円となりました。これは、支払手形及び
買掛金が170百万円増加、短期借入金が579百万円減少したことなどによります。
固定負債は、前連結会計年度末に比べ29.7％増加し、1,458百万円となりました。これは、長期借入金が
239百万円減少、社債が576百万円増加したことなどによります。 
　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ5.6％増加し、2,934百万円となりました。 

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ2.6％減少し、2,327百万円となりました。これは、利益剰余金が
35百万円減少したことなどによります。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四

半期連結会計期間末に比べ６百万円減少の130百万円となりました。当第３四半期連結会計期間における

キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純利益が49百万円、減価償却費が32百万円ありましたが、売上債権の増加による支

出が36百万円となったことにより、当第3四半期連結会計期間における営業活動より得られた資金は56百

万円となりました。（前年同四半期連結会計期間に得られた資金は32百万円でした。）

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

定期預金の預入による支出が8百万円、有形固定資産の取得による支出が8百万円、無形固定資産の取得

による支出が5百万円となったことにより、当第2四半期連結会計期間における投資活動より使用した資

金は20百万円となりました。（前年同四半期連結会計期間に得られた資金は61百万円でした。）

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

社債の発行による収入が199百万円ありましたが、短期借入金の減少による支出が96百万円、長期借入

金の返済による支出が83百万円、社債の償還による支出が54百万円となったことにより、 当第2四半期連

結会計期間における財務活動より使用した資金は42百万円となりました。（前年同四半期連結会計期間

に使用した資金は79百万円でした。）

　

(4)対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。
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(5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の試作開発費の総額は８百万円であります。

　

(6)当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価

値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、

向上していくことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基

づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価

値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株

主が株式の大量買付の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十

分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすため

に買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない

ものも少なくありません。

当社の企業価値は、各従業員の企画開発提案力及びブランド力を基礎としており、企業価値の維持・向

上のためには、これらの人的資産の流出を防ぐとともに、独創性を有する商品及び法令遵守体制を基礎と

する当社のブランド力を維持することが必要不可欠です。また、当社は、独自の生産機能を有しないので、

企業価値を維持するためには、当社のビジョンを理解し、当社の企画を高水準で実現できる製造委託先や

販売先等との連携が欠かせません。

当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社

の企業価値向上のために必要不可欠な企業価値の源泉や特徴を理解した上で、これらを中長期的に確保

し実現していかなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

また、株主の皆様が、当社と協力会社等との関係、当社のブランド力・人的資産等の有形無形の経営資

源、将来を見据えた施策の潜在的効果、各事業分野及び子会社との有機的結合により実現され得るシナ

ジー効果、その他当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上、当該買付が当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に及ぼす影響を判断することは、必ずしも容易ではありません。

そこで、当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による当社の企業価

値ひいては株主共同の利益に反する買収行為を抑止するために、必要かつ相当な対抗措置を講じること

により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設等

について、重要な変更はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,864,000

計 13,864,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,598,800 3,598,800
大阪証券取引所ＪＡ
ＳＤＡＱ（スタン
ダード）

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元株式数　100株
 

計 3,598,800 3,598,800― ―

（注）　1　大阪証券取引所（JASDAQ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、

新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引

所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①第１回新株予約権

株主総会の特別決議日（平成18年３月24日） 　

　
第３四半期会計期間末現在

（平成22年９月30日） 　

新株予約権の数（個） 172　(注１)
　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―
　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17,200 (注２)
　

新株予約権の行使時の払込金額（円） １
　

新株予約権の行使期間
平成18年４月25日～

平成48年３月24日 　
新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　１

資本組入額　　０ 　

新株予約権の行使の条件

・新株予約権者は、当社の取締

役に就任後１年を経過(死亡退

任のときを除く。)し、その地位

も喪失した日の翌日から10日を

経過する日までの期間に限り、

新株予約権を行使できるものと

する。

・各新株予約権の一部行使はで

きないものとする。

・新株予約権者が死亡した場

合、新株予約権が、当該新株予約

権者の死亡時に行使可能である

場合に限り、相続人が新株予約

権を承継し、これを行使するこ

とができる。 　

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、当

社取締役会の承認を要するもの

とする。 　

代用払込みに関する事項 ―
　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

―
　

(注)１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が当社普通株式につき株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数

を調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割・併合の比率

また、発行日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由

が生じた時は、合併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で付与株式数の調整を行うものとす

る。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

─ 3,598 ─ 412 ― 340

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年６月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 93,900

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,504,500
　

35,045 同上

単元未満株式 普通株式 400
　

― 同上

発行済株式総数 3,598,800― ―

総株主の議決権 ― 35,045 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社デイトナ

静岡県周智郡森町一宮4805 93,900 ─ 93,900 2.61

計 ― 93,900 ─ 93,900 2.61
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　１月 　２月 　３月 　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 600 561 554 590 600 586 580 565 575

最低(円) 550 510 511 550 545 560 540 514 550

(注)　平成22年３月31日以前は、ジャスダック証券取引所における株価であり、平成22年４月１日以降は、大阪証券取引

所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における株価であります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期

間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、三優監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 504,347 585,191

受取手形及び売掛金 *1
 413,110

*1
 340,532

たな卸資産 *2
 1,580,884

*2
 1,437,812

その他 200,348 154,975

貸倒引当金 △1,003 △912

流動資産合計 2,697,688 2,517,600

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,814,943 1,848,861

減価償却累計額 △951,937 △956,149

建物及び構築物（純額） 863,006 892,712

土地 1,483,774 1,484,117

その他 387,495 404,836

減価償却累計額 △284,770 △296,995

その他（純額） 102,725 107,840

有形固定資産合計 2,449,506 2,484,671

無形固定資産 28,741 33,436

投資その他の資産

その他 153,438 135,707

貸倒引当金 △67,929 △3,508

投資その他の資産合計 85,508 132,199

固定資産合計 2,563,756 2,650,307

資産合計 5,261,444 5,167,908

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 399,404 228,877

短期借入金 606,230 1,185,567

未払法人税等 57,942 23,358

賞与引当金 24,462 16,592

その他 387,697 199,602

流動負債合計 1,475,738 1,653,997

固定負債

社債 646,800 70,000

長期借入金 736,680 976,158

退職給付引当金 398 302

その他 74,738 77,992

固定負債合計 1,458,617 1,124,453

負債合計 2,934,355 2,778,450
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 412,450 412,450

資本剰余金 341,182 341,182

利益剰余金 1,590,050 1,625,214

自己株式 △105,502 △105,502

株主資本合計 2,238,181 2,273,345

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △12,622 △12,479

評価・換算差額等合計 △12,622 △12,479

少数株主持分 101,529 128,591

純資産合計 2,327,088 2,389,457

負債純資産合計 5,261,444 5,167,908
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 4,807,706 4,503,169

売上原価 3,116,526 2,906,680

売上総利益 1,691,179 1,596,489

販売費及び一般管理費 ※
 1,547,674

※1
 1,466,575

営業利益 143,505 129,914

営業外収益

受取手数料 8,894 8,269

その他 17,207 10,488

営業外収益合計 26,101 18,757

営業外費用

支払利息 30,817 22,707

その他 4,147 10,818

営業外費用合計 34,964 33,526

経常利益 134,642 115,145

特別利益

固定資産売却益 621 725

受取保険金 － 3,916

特別利益合計 621 4,642

特別損失

固定資産除却損 － 5,941

固定資産売却損 534 115

関係会社株式売却損 13,005 －

貸倒引当金繰入額 － 64,249

特別退職金 － ※２
 32,094

特別損失合計 13,539 102,400

税金等調整前四半期純利益 121,724 17,387

法人税、住民税及び事業税 51,627 82,609

法人税等調整額 △6,433 △32,788

法人税等合計 45,194 49,820

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,725 △27,060

四半期純利益又は四半期純損失（△） 72,804 △5,373
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,684,365 1,575,486

売上原価 1,092,018 1,003,248

売上総利益 592,346 572,238

販売費及び一般管理費 ※
 515,899

※1
 490,911

営業利益 76,446 81,326

営業外収益

受取手数料 3,191 3,252

その他 4,161 2,737

営業外収益合計 7,352 5,990

営業外費用

支払利息 10,293 7,129

その他 2,526 1,903

営業外費用合計 12,819 9,033

経常利益 70,979 78,283

特別利益

貸倒引当金戻入額 168 24

受取保険金 － 3,916

特別利益合計 168 3,941

特別損失

固定資産除却損 － 424

固定資産売却損 527 89

関係会社株式売却損 13,005 －

特別退職金 － ※2
 32,094

特別損失合計 13,533 32,607

税金等調整前四半期純利益 57,615 49,617

法人税、住民税及び事業税 19,931 42,801

法人税等調整額 △10,384 △25,323

法人税等合計 9,547 17,477

少数株主利益 3,595 1,194

四半期純利益 44,472 30,945
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 121,724 17,387

減価償却費 102,526 97,394

支払利息 30,817 22,707

受取利息及び受取配当金 △2,198 △894

関係会社株式売却損益（△は益） 13,005 －

売上債権の増減額（△は増加） 42,735 △73,273

たな卸資産の増減額（△は増加） △269,822 △144,292

仕入債務の増減額（△は減少） 115,862 171,120

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,333 △13,825

賞与引当金の増減額（△は減少） 21,345 7,898

その他 △34,960 62,344

小計 121,702 146,567

利息及び配当金の受取額 1,427 564

利息の支払額 △32,259 △27,528

法人税等の支払額 △99,554 △47,557

営業活動によるキャッシュ・フロー △8,684 72,044

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 54,800 29,400

定期預金の預入による支出 △22,493 △24,453

有形固定資産の取得による支出 △27,195 △35,863

有形固定資産の売却による収入 1,000 2,277

無形固定資産の取得による支出 △3,239 △6,422

貸付金の回収による収入 7,917 4,473

貸付けによる支出 － △600

差入保証金の回収による収入 1,790 4,024

差入保証金の差入による支出 △1,182 △3,763

関係会社株式の売却による収入 21,462 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 32,861 △30,926

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △483,911 △270,301

長期借入れによる収入 750,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △308,267 △846,508

リース債務の返済による支出 △25,515 △23,100

社債の発行による収入 100,000 837,886

社債の償還による支出 △74,000 △84,640

配当金の支払額 △40,382 △29,815

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,076 △116,478

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,815 △536

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △56,083 △75,896
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(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

現金及び現金同等物の期首残高 206,896 205,944

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 150,812

※
 130,048

EDINET提出書類

株式会社デイトナ(E02877)

四半期報告書

19/34



【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結会計期間

(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第３四半期連結会計期間において、流動負債の「その他」に含めていた「未払法人税等」は、負債及び純資産

の合計額の100分の１を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。

　なお、前第３四半期連結会計期間の流動負債の「その他」に含まれる「未払法人税等」は、18,461千円でありま

す。

　

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変動がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。 

３　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

４　繰延税金資産の回収可能性の判断

　前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結

会計年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　　該当事項はありません。

 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　輸出取立手形割引高　　　 　　　　38,143千円

　　　受取手形裏書譲渡高　　　   　　  39,650千円

※２　たな卸資産

 　　 商品　　　　　　　　    　　　1,577,550千円
　　　貯蔵品　　　　　　　　　　 　　 　3,333千円

※１　輸出取立手形割引高　　　 　　　　53,673千円

　　　受取手形裏書譲渡高　　　　　 　　41,184千円　

※２　たな卸資産　

　　　　商品　　　　　　　　　　　　1,434,237千円
　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　3,575千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間 
(自　平成21年１月１日 
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自　平成22年１月１日 
　至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は次のとおりであります。

荷造運搬費 125,459千円

広告宣伝費 128,656千円

給料 473,428千円

賞与引当金繰入額 37,265千円

減価償却費 102,526千円

賃借料 104,324千円
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　

　　　額 は次のとおりであります。

荷造運搬費 115,579千円

広告宣伝費 123,305千円

給料 488,129千円

賞与引当金繰入額 24,183千円

減価償却費 97,394千円

賃借料 101,224千円

※２　セカンドキャリア支援制度(早期退職優遇制度）

　　　実施に伴うセカンドキャリア支援金30,444千円

      及び再就職支援費用1,650千円を計上しておりま

      す。

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間 
(自　平成21年７月１日 
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間 
(自　平成22年７月１日 
　至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

は次のとおりであります。

荷造運搬費 41,853千円

広告宣伝費 39,773千円

給料 160,418千円

賞与引当金繰入額 22,688千円

減価償却費 35,188千円

賃借料 34,632千円
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

　金額 は次のとおりであります。

荷造運搬費 40,134千円

広告宣伝費 39,780千円

給料 162,134千円

賞与引当金繰入額 14,689千円

減価償却費 32,859千円

賃借料 32,510千円

　

※２　セカンドキャリア支援制度(早期退職優遇制度）

　　　実施に伴うセカンドキャリア支援金30,444千円

      及び再就職支援費用1,650千円を計上しておりま

      す。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間 
(自　平成21年１月１日 
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自　平成22年１月１日 
　至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　（平成21年９月30日現在）

現金及び預金 521,958千円

預入期間が３か月超の定期預金 △371,146千円

現金及び現金同等物 150,812千円
　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　（平成22年９月30日現在）

現金及び預金 504,347千円

預入期間が３か月超の定期預金 △374,299千円

現金及び現金同等物 130,048千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年1月１日　

至　平成22年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,598,800

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 93,972

　
　

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月24日
定時株主総会

普通株式 29,791 8.50平成21年12月31日 平成22年３月25日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年7月１日　至　平成21年９月30日)

　

　
卸事業
(千円)

小売事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

872,742 811,6221,684,365 ― 1,684,365

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

48,413 104 48,518 (48,518) ―

計 921,156 811,7271,732,883(48,518)1,684,365

営業利益 54,101 23,479 77,581 (1,134) 76,446

(注)　１．事業区分の方法

　事業は、主に商品の販売経路を考慮して区分しております。　　　

　　　２．各区分の事業の内容

　(1)卸事業

　二輪車用品の卸販売事業

　 (2)小売事業

　二輪車用品の小売事業

　　　３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第1四半期連結会計期間

から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号）を

適用しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年7月１日　至　平成22年９月30日)

　

　
卸事業
(千円)

小売事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

854,541 720,9451,575,486 ― 1,575,486

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

48,694 42 48,736 (48,736) ―

計 903,235 720,9881,624,223(48,736)1,575,486

営業利益 80,726 4,146 84,872 (3,546) 81,326

(注)　１．事業区分の方法

　事業は、主に商品の販売経路を考慮して区分しております。　　　

　　　２．各区分の事業の内容

　(1)卸事業

　二輪車用品の卸販売事業

　 (2)小売事業

　二輪車用品の小売事業
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前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)
　

　
卸事業
(千円)

小売事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,650,5702,157,1364,807,706 ― 4,807,706

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

117,043 667 117,710(117,710) ―

計 2,767,6132,157,8034,925,417(117,710)4,807,706

営業利益 109,940 32,067 142,007 1,497 143,505

(注)　１．事業区分の方法

　事業は、主に商品の販売経路を考慮して区分しております。　　　

　　　２．各区分の事業の内容

　(1)卸事業

　二輪車用品の卸販売事業

　 (2)小売事業

　二輪車用品の小売事業

　　　３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第1四半期連結会計期間

から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号）を

適用しております。

　　　この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間における営業利益は「卸事業」が3,276

千円減少しております。なお、「卸事業」以外のセグメントに与える影響はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)
　

　
卸事業
(千円)

小売事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,381,6062,121,5634,503,169 ― 4,503,169

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

123,752 179 123,932(123,932) ―

計 2,505,3592,121,7424,627,102(123,932)4,503,169

営業利益又は営業損失（△） 140,797 △6,762 134,035 (4,121) 129,914

(注)　１．事業区分の方法

　事業は、主に商品の販売経路を考慮して区分しております。　　　

　　　２．各区分の事業の内容

　(1)卸事業

　二輪車用品の卸販売事業

　 (2)小売事業

　二輪車用品の小売事業
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　

　 北米 欧州 アジア 中南米 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 58,325 37,461 59,918 6,385 162,089

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 1,684,365

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.5 2.2 3.5 0.4 9.6

(注)　１．国又は地域区分は、地理的接近度によっております。

２．各区分属する主な国又は地域

(1)　北米・・・・アメリカ、カナダ

(2)　欧州・・・・ドイツ、イタリア、オランダ、イギリス、ロシア、フランス、ギリシャ

(3)　アジア・・・香港、台湾、インドネシア、インド

(4)　中南米・・・コロンビア、オーストラリア　　　

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

　

　 北米 欧州 アジア 中南米 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 74,595 39,904 51,483 13,775 179,759

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 1,575,486

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.7 2.5 3.3 0.9 11.4

(注)　１．国又は地域区分は、地理的接近度によっております。

２．各区分属する主な国又は地域

(1)　北米・・・・アメリカ

(2)　欧州・・・・ドイツ、イタリア、ギリシャ、オランダ、イギリス、ロシア、オーストリア、

　　　　　　　 　スペイン、スウェーデン

(3)　アジア・・・香港、シンガポール、台湾、インドネシア、中国

(4)　中南米・・・コロンビア　　　

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

　 北米 欧州 アジア 中南米 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 229,781 125,838 134,045 22,279 511,944

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 4,807,706

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.8 2.6 2.8 0.5 10.7

(注)　１．国又は地域区分は、地理的接近度によっております。

２．各区分属する主な国又は地域

(1)　北米・・・・アメリカ、カナダ

(2)　欧州・・・・ドイツ、イタリア、ギリシャ、オランダ、イギリス、ロシア、フィンランド、

　　　　　　　　 フランス、ギリシア、オーストリア、ニューカレドニア

(3)　アジア・・・香港、シンガポール、台湾、インドネシア、タイ、インド

(4)　中南米・・・コロンビア、オーストラリア、ニュージーランド、チリ　　　

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　 北米 欧州 アジア 中南米 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 204,697 111,820 126,776 34,647 477,942

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 4,503,169

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

4.5 2.5 2.8 0.8 10.6

(注)　１．国又は地域区分は、地理的接近度によっております。

２．各区分属する主な国又は地域

(1)　北米・・・・アメリカ

(2)　欧州・・・・ドイツ、イタリア、ギリシャ、オランダ、イギリス、ロシア、フィンランド、

　　　　　　　　 オーストリア、ニューカレドニア、スペイン、スウェーデン、南アフリカ

(3)　アジア・・・香港、シンガポール、台湾、インドネシア、タイ、中国

(4)　中南米・・・コロンビア、オーストラリア、チリ　　　

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末の残高がないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

１株当たり純資産額 634.99円
　

　 　

１株当たり純資産額 645.07円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
 至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 20.77 円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 20.67 円
　

１株当たり四半期純損失（△） △1.53円

　 　
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。

　

(注）　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上

の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年1月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年1月１日 
 至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純
損失

　 　

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四
半期純損失（△）(千円)

72,804 △5,373

　普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

72,804 △5,373

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式の期中平均株式数(株) 3,504,828 3,504,828

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

　四半期純利益調整額（千円） ─ ─

　普通株式増加数（株） 17,166 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─ ─
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平21年７月１日 
 至　平21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平22年７月１日 
 至　平22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 12.68円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 12.62円
　

１株当たり四半期純利益 8.82円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 8.78円
　

　

(注）　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日 
 至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 　 　

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 44,472 30,945

　普通株式に係る四半期純利益(千円) 44,472 30,945

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式の期中平均株式数(株) 3,504,828 3,504,828

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 　 　

　四半期純利益調整額（千円） ─ ―

　普通株式増加数（株） 17,171 17,169

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─ ―

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月９日

株式会社デイトナ

取締役会　御中

　

三優監査法人

　
代表社員
業務執行社員 　 公認会計士　　久　  保　　幸　  年　　印

　

業務執行社員 　 公認会計士　　林　　　寛　  　尚　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デイトナの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社デイトナ及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　
追記事項

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 会計方針の変更（１）に記載されて

いるとおり、会社は、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用し、評価

基準について原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更している。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 会計方針の変更（２）に記載されて

いるとおり、会社は、第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月９日

株式会社デイトナ

取締役会  御中

　

三優監査法人

　
代表社員
業務執行社員 　 公認会計士　　久　  保　　幸　  年　　印

　

業務執行社員 　 公認会計士　　林　　　寛　  　尚　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デイトナの平成22年1月1日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成22

年7月1日から平成22年9月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成22年1月1日から平成22年9月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社デイトナ及び連結子会社の平成22年9

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成

績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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